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１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

 ① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無   ： 無 

 ② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有  固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。 

 ③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無       ： 有  連 結（新規）１社 

                                 持分法（新規）１社  （除外）１社 

 

２．平成 18 年 3 月期第３四半期財務・業績の概況（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 12 月 31 日） 

 (1)経営成績（連結）の進捗状況 

 売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      四半期(当期)純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18 年 3 月期第３四半期 1,117,793 6.4 91,960 △2.4 92,875 △2.7 50,092 8.9 
17 年 3 月期第３四半期 1,051,015 3.8 94,234 27.2 95,406 36.2 46,007 16.5 
（参考）17 年 3月期 1,424,942  120,528  120,485  59,936  
 

 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

 円 銭 円 銭 

18 年 3 月期第３四半期 70.19      －  
17 年 3 月期第３四半期 63.54      －  
（参考）17 年 3月期 82.56      －  

 （注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率 

 
 (2)財政状態（連結）の変動状況 

 総  資  産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

18 年 3 月期第３四半期 1,626,691  1,043,804  64.2  1,480.59  
17 年 3 月期第３四半期 1,567,020  1,004,636  64.1  1,391.53  
（参考）17 年 3月期 1,600,129  1,007,943  63.0  1,409.18  

 
３．平成 18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
 

 売 上 高      経 常 利 益      当期純利益      

 百万円 百万円 百万円 

通 期        1,520,000  126,000  61,500  

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  86 円 44 銭（予想年間期中平均株式数による） 

※ 上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。当社の事業を取り巻く経済   
情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。 
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１．平成１８年３月期第３四半期の連結業績概況 
 
   平成１８年３月期、当第３四半期までのわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加し、

個人消費も底堅く推移するなど緩やかな回復が続きました。

 しかしながら、印刷業界においては、原油価格高騰に伴う原材料価格の上昇や競争激化による受

注単価の下落など、厳しい経営環境が続きました。

     ＤＮＰグループは、Ｐ＆Ｉソリューションを基本として、「事業構造改革」と「コスト構造改革」

の２つの改革を推進し、業績の確保に努めましたが、当第３四半期までの連結売上高は 1 兆    

１，１７７億円（前年同期比 6.4％増）、連結営業利益は９１９億円（前年同期比 2.4％減）、連結

経常利益は９２８億円（前年同期比 2.7％減）、連結当四半期純利益は５００億円（前年同期比 8.9％

増）となりました。

   部門別の状況については、以下のとおりです。

【印刷事業】

・情報コミュニケーション部門

   書籍・定期刊行物関連は、出版市場の低迷から書籍は伸び悩みましたが、フリーペーパーの受注

増などで定期刊行物が増加したこともあり、堅調に推移しました。

   商業印刷物関連は、活発な企業の販売促進活動に伴い、パンフレット、プレミアムが増加するなど

順調に拡大しました。

   ビジネスフォーム関連は、個人情報管理などセキュリティ社会の進展に対応した多くの製品の寄与

も大きく、好調に推移しました。特に、パーソナルメールなどのデータ入力から印刷・発送までの業

務を代行するＩＰＳ（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）が引き続き好調であったほか、ＩＣカードも

銀行のキャッシュカードを中心に大幅に増加しました。

   その結果、部門全体の売上高は、４，８７６億円（前年同期比 3.2％増）、営業利益は、３７５億円

（前年同期比 3.0％増）となりました。

・生活・産業部門

   包装関連は、軟包装材と紙カップが増加し、ペットボトル用無菌充填システムの販売と、それに

伴うペットボトルの第一次成型品プリフォームの大幅な増加もあり、好調に推移しました。

   建材関連は、環境・健康に配慮した「サフマーレ」などの環境対応型化粧シートが増加するなど

順調に拡大しました。

   産業資材関連は、普通紙ファクシミリ用インクリボンは減少しましたが、カラープリンター用イ

ンクリボンが、デジタルカメラの出力用途として、家庭用パーソナルプリンターや大手量販店に設

置されたセルフプリンターの需要拡大により好調に推移しました。また、各種光学フィルムも薄型

ディスプレイの市場拡大に伴い大幅に増加しました。

   その結果、部門全体の売上高は、３，５５３億円（前年同期比 7.9％増）、営業利益は、２７４億円   

（前年同期比 2.8％減）となりました。
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・エレクトロニクス部門

   液晶カラーフィルターは、パソコンモニター、民生用テレビ向けとも需要が拡大するなか、第５

世代及び第６世代向け新ラインの稼動も寄与し、大幅な伸びとなりました。シャドウマスクとプロ

ジェクションテレビ用スクリーンは、在庫調整の影響などで減少しました。

   フォトマスクは、イタリア工場の生産増もあり、高いシェアを誇る先端品を中心に国内・海外向け

とも増加しました。また、エッチング製品は、リードフレームは減少しましたが、ハードディスクド

ライブ用部品などが増加し、好調に推移しました。

   その結果、部門全体の売上高は、２，２３２億円（前年同期比 11.2％増）、営業利益は、３０９億円

（前年同期比 5.2％減）となりました。

【清涼飲料事業】

・清涼飲料部門

   主力の炭酸飲料やコーヒー飲料が天候不順の影響などで伸び悩みましたが、緑茶飲料「一（はじめ）」

や機能性飲料「アクエリアス アクティブダイエット」などの新商品が販売促進の強化により増加し

ました。

   その結果、部門全体の売上高は、５８０億円（前年同期比 6.5％増）、営業利益は、３億円（前年
同期比 70.4％減）となりました。

 
 
２．平成１８年３月期の連結業績予想
 
   今後の見通しについては、国内民間需要に支えられた景気回復が続くとの見方があるものの、  

米国・中国などの海外経済や原油価格の動向など依然として不透明であり、予断を許さない状況が

続くものと思われます。

   印刷業界においても、引き続き原材料価格の上昇や受注単価の下落など厳しい経営環境が予想さ

れます。

   このような中、ＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンの実現を目指して、「事業構造改革」と「コ

スト構造改革」をさらに強力に推進し、業績の確保に努めてまいります。

   現段階では、通期の連結売上高は１兆５，２００億円、連結経常利益は１，２６０億円、連結当期

純利益は６１５億円を見込んでいます。
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